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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ている。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 62,680 54,290 49,815 123,000 106,477

経常利益 (百万円) 2,828 2,382 1,702 5,522 4,658

中間(当期)純利益 (百万円) 260 592 218 1,720 614

純資産額 (百万円) 50,513 52,379 52,434 51,968 52,399

総資産額 (百万円) 95,053 92,193 88,009 95,575 91,596

１株当たり純資産額 (円) 557.65 578.33 579.03 573.78 578.59

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 2.87 6.54 2.41 18.99 6.79

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.1 56.8 59.6 54.4 57.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,740 5,468 5,215 11,718 6,829

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,270 △4,635 △2,528 △8,211 △7,797

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △381 △912 △2,540 △3,519 △108

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,002 1,823 972 1,902 825

従業員数 
(  )内は中間期末 
(期末)臨時従業員数で 
外数 

(人) 
  

2,582 
(560)

2,419 
(230)

2,416 
(249)

  
2,427 
(328)

2,398 
(265)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ている。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 60,633 53,428 48,311 120,088 104,600

経常利益 (百万円) 3,094 2,275 1,583 5,874 4,466

中間(当期)純利益 (百万円) 618 504 162 2,067 466

資本金 (百万円) 8,518 8,518 8,518 8,518 8,518

発行済株式総数 (千株) 90,655 90,655 90,655 90,655 90,655

純資産額 (百万円) 48,479 50,244 50,184 49,923 50,206

総資産額 (百万円) 92,456 89,744 85,375 93,089 89,155

１株当たり純資産額 (円) 535.20 554.77 554.19 551.20 554.37

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 6.83 5.57 1.79 22.82 5.15

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2.00 2.00

自己資本比率 (％) 52.4 56.0 58.8 53.6 56.3

従業員数 
(  )内は中間期末 
(期末)臨時従業員数で 
外数 

(人) 
  

2,303 
(477)

2,285 
(196)

2,267 
(212)

  
2,291 
(291)

2,255 
(229)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

当社グループは、当社及び連結子会社４社並びに非連結子会社（持分法非適用）１社で構成され、当社の親会社で

ある日産自動車株式会社などの国内外自動車関連メーカーへのエンジン、マニュアルトランスミッションなどの製

造・販売を主要な事業としている。 

  

 
  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社グループから外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほか、常用パート、嘱託を含

む)である。また、臨時従業員は(  )内に中間期末時点の人員を外数で表示している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(  )内に中間期末時点の人員を外数で表示している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

自動車関連事業 2,330 (234) 

その他の事業 86 ( 15) 

合計 2,416 (249) 

従業員数(人) 2,267 (212) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループ(当社及び当社連結子会社)の売上高に占める自動車関連事業の売上高の割合が90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

また、当社グループには、本国以外の区分に属する国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在

地別セグメントの記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間の自動車国内販売台数は、前年同期比8.1％減の248万4千台と昭和55年以来の低水準に落ち込

んだ。 

軽自動車を除く販売台数は、普通乗用車が前年同期と比較して7.3％増加したものの、小型乗用車が前年同期と比

較して15.4％減少したため、全体としては、前年同期比8.8％減の158万8千台となった。また、昨年度まで好調だっ

た軽自動車は、小型乗用車からのシフトが一巡したことから、前年同期比6.8％減の89万6千台と４年ぶりに前年を

下回った。 

一方、輸出については、海外経済の拡大基調を背景に堅調に推移した。 

  

このような状況下において、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比8.2％減の49,815百万円となった。 

売上高を製品別にみると、エンジンについては、日産自動車株式会社国内向け「ティーダ」、「マーチ」、「キ

ューブ」搭載分などが減少したものの、欧州向け「キャシュカイ」、「ティーダ」搭載分が増加したことなどによ

り、22,997百万円(前年同期比0.7％増)となった。 

マニュアルトランスミッションについては、日産自動車株式会社「新型スカイラインクーペ」、北米向け「新型

アルティマ」搭載分などが立ち上がったものの、欧州向け「アルメーラ」、「プリメーラ」搭載分が減少したこと

などにより、9,522百万円(前年同期比26.5％減)となった。また、自動車部分品ほかについては、17,295百万円(前

年同期比6.5％減)となった。 

  

損益面においては、コスト低減などの効率化・合理化に取り組んだが、売上高の減少により、当中間連結会計期

間の営業利益は1,667百万円(前年同期比28.4％減)、経常利益は1,702百万円(前年同期比28.5％減)となった。また

中間純利益は、製品補償損失等の特別損失を計上したことにより、218百万円(前年同期比63.1％減)となった。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は972百万円となり、前中間連結会計

期間末に比べ850百万円(△46.6％)減少した。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と増減の要

因は次のとおりである。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は5,215百万円となり、前中間連結会計期間と比べ252百

万円減少した。これは主に、法人税等の支払額が減少した一方で、売上債権の減少額が縮小したことなどによるも

のである。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は2,528百万円となり、前中間連結会計期間と比べ2,107

百万円減少額が縮小した。これは主に、投資有価証券の売却による収入の増加や、有形固定資産の取得による支出

が減少したことなどによるものである。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は2,540百万円となり、前中間連結会計期間と比べ1,628

百万円減少額が拡大した。これは主に、短期借入金が減少したことなどによるものである。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 上記の金額の算出基礎は、工場渡し標準販売価格による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

エンジン及びマニュアルトランスミッションなどは、日産自動車株式会社などより３ヶ月ごとの生産計画の内示

を受け、これに基づき生産能力等を勘案して生産計画を立て、生産を行っている。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

自動車関連事業 49,675 92.3 

その他の事業 1,004 173.5 

合計 50,680 93.1 



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、「開発はお客様の夢を実現するための出発点」と考え、お客様の満足を第一基本として研究開発

活動を行っている。 

また、製品化に必要な設計・試作・実験までを一貫して行える体制を整えており、デジタルモックアップ、シミュ

レーション、データ解析などに最新のコンピュータシステムを活用し、クリーンでエコノミーな高性能エンジン、ク

ラストップレベルの小型・軽量マニュアルトランスミッションをはじめとする先進的な製品開発を実現している。 

  

自動車関連事業における当中間連結会計期間の研究開発費の金額は34百万円であった。 

なお、その他の事業においては特筆すべき研究開発活動は行っていない。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

自動車関連事業 48,810 90.9 

その他の事業 1,004 173.5 

合計 49,815 91.8 

相手先 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

日産自動車㈱ 48,667 89.6 44,560 89.5 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設、除却などについて、重要な変

更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却などの計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 発行済株式のうち200,000株は、昭和27年11月１日愛知起業株式会社より賠償指定解除機械設備(10百万円)の現物出資を受け

て発行したものである。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月17日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式 90,655,636 90,655,636

東京証券取引所
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

― 

計 90,655,636 90,655,636 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 90,655 ― 8,518 ― 12,345



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式20株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日産自動車株式会社 横浜市神奈川区宝町２番地 37,560 41.43

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)  

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,956 3.26

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,862 3.15

北前好和 三重県多気郡明和町 2,721 3.00

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱) 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟) 

2,493 2.74

愛知機械工業従業員持株会 名古屋市熱田区川並町２番12号 1,961 2.16

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱) 

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟) 

1,709 1.88

愛知機械工業取引先持株会 名古屋市熱田区川並町２番12号 1,400 1.54

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019 
(常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務
室) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE
P.O. BOX 518 IFSC DUBLIN, IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,360 1.50

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 1,246 1.37

計 ― 56,270 62.07

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 100,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

90,104,000 
90,104 ― 

単元未満株式 普通株式 451,636 ― ― 

発行済株式総数 90,655,636 ― ― 

総株主の議決権 ― 90,104 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
愛知機械工業株式会社 

名古屋市熱田区川並町 
２番12号 

100,000 ― 100,000 0.11

計 ― 100,000 ― 100,000 0.11

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月

最高(円) 320 299 295 297 284 292

最低(円) 291 278 280 266 240 251



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     154 110   115 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※３   17,597 16,747   17,621 

３ たな卸資産     4,346 4,622   4,831 

４ 預け金     1,669 862   710 

５ 繰延税金資産     3,238 3,924   4,253 

６ その他     2,415 2,646   2,149 

貸倒引当金     △21 △21   △21 

流動資産合計     29,400 31.9 28,891 32.8   29,659 32.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物   7,849   8,023 7,911   

(2) 機械装置及び 
  運搬具 

  34,057   32,456 34,085   

(3) 土地   6,125   6,125 6,125   

(4) その他   6,364 54,396 6,008 52,614 6,456 54,578 

２ 無形固定資産     170 166   192 

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   1,321   296 1,321   

(2) 繰延税金資産   6,779   5,946 5,721   

(3) その他   137   104 135   

貸倒引当金   △12 8,225 △11 6,336 △12 7,166 

固定資産合計     62,792 68.1 59,117 67.2   61,937 67.6

資産合計     92,193 100.0 88,009 100.0   91,596 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    14,269 13,875   14,208 

２ 短期借入金     2,490 939   3,295 

３ 未払費用     7,551 7,850   7,924 

４ 製品保証引当金     1,799 2,411   2,703 

５ その他     3,428 2,095   3,682 

流動負債合計     29,540 32.0 27,172 30.9   31,815 34.7

Ⅱ 固定負債           

１ 製品保証引当金     4,243 3,678   3,065 

２ 退職給付引当金     5,969 4,669   4,241 

３ 役員退職慰労 
  引当金 

    47 40   61 

４ その他     13 13   13 

固定負債合計     10,274 11.2 8,402 9.5   7,382 8.1

負債合計     39,814 43.2 35,575 40.4   39,197 42.8

            

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     8,518 9.2 8,518 9.7   8,518 9.3

２ 資本剰余金     12,345 13.4 12,345 14.0   12,345 13.5

３ 利益剰余金     31,541 34.2 31,601 35.9   31,563 34.4

４ 自己株式     △25 △0.0 △29 △0.0   △27 △0.0

株主資本合計     52,379 56.8 52,434 59.6   52,399 57.2

純資産合計     52,379 56.8 52,434 59.6   52,399 57.2

負債純資産合計     92,193 100.0 88,009 100.0   91,596 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     54,290 100.0 49,815 100.0   106,477 100.0

Ⅱ 売上原価     47,770 88.0 45,509 91.4   95,384 89.6

売上総利益     6,520 12.0 4,305 8.6   11,093 10.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

１ 運賃諸掛   261   239 507   

２ 給料手当   1,037   1,005 2,131   

３ 退職給付費用   125   101 236   

４ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  13   11 26   

５ 製品保証引当金 
  繰入額 

  2,019   533 1,970   

６ 製品クレーム費   3   ― 11   

７ その他   730 4,190 7.7 746 2,638 5.3 1,569 6,452 6.0

営業利益     2,329 4.3 1,667 3.3   4,640 4.4

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   0   0 0   

２ 受取配当金   38   33 44   

３ 固定資産賃貸料   17   15 33   

４ その他   14 70 0.1 9 59 0.1 23 101 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   3   8 6   

２ 減価償却費   10   11 68   

３ 租税公課   2   2 4   

４ その他   2 17 0.0 2 24 0.0 4 84 0.1

経常利益     2,382 4.4 1,702 3.4   4,658 4.4

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券 
  売却益 

  ―   169 ―   

２ 固定資産売却益 ※１ ― ― ― 3 172 0.3 1 1 0.0



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産廃却損   135   308 394   

２ 製品補償損失   1,219   1,150 2,770   

３ 退職給付制度 
移行損失 

  ―   ― 472   

４ その他   32 1,387 2.6 25 1,483 2.9 32 3,670 3.5

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    995 1.8 391 0.8   988 0.9

法人税、住民 
税及び事業税 

  1,024   68 954   

法人税等 
調整額 

  △622 402 0.7 104 173 0.4 △579 374 0.3

中間(当期) 
純利益 

    592 1.1 218 0.4   614 0.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

  

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日残高 
(百万円)  

8,518 12,345 31,130 △24 51,968 0 51,968 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当(注)     △181   △181   △181 

 中間純利益     592   592   592 

 自己株式の取得       △1 △1   △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

          △0 △0 

中間連結会計期間中の変動額合計 
 (百万円)  

― ― 411 △1 410 △0 410 

平成18年９月30日残高 
(百万円)  

8,518 12,345 31,541 △25 52,379 ― 52,379 

  

株主資本 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

平成19年３月31日残高 
(百万円)  

8,518 12,345 31,563 △27 52,399 52,399 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当     △181   △181 △181 

 中間純利益     218   218 218 

 自己株式の取得       △2 △2 △2 

中間連結会計期間中の変動額合計 
 (百万円)  

― ― 37 △2 35 35 

平成19年９月30日残高 
(百万円)  

8,518 12,345 31,601 △29 52,434 52,434 



  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)  
  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日残高 
(百万円)  

8,518 12,345 31,130 △24 51,968 0 51,968 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当(注)     △181   △181   △181 

 当期純利益     614   614   614 

 自己株式の取得       △2 △2   △2 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

          △0 △0 

連結会計年度中の変動額合計 
 (百万円)  

― ― 433 △2 430 △0 430 

平成19年３月31日残高 
(百万円)  

8,518 12,345 31,563 △27 52,399 ― 52,399 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 995 391 988

減価償却費  3,849 3,543 7,984

貸倒引当金の増減額 
(減少:△) 

 △5 △1 △5

製品保証引当金の増減額 
(減少:△) 

 1,778 321 1,504

退職給付引当金の増減額 
(減少:△) 

 △0 428 △1,728

役員退職慰労引当金の 
増減額(減少:△) 

 △103 △20 △89

受取利息及び受取配当金  △38 △34 △45

支払利息  3 8 6

固定資産売却益  ― △3 △1

固定資産廃却損  135 308 394

有価証券及び 
投資有価証券売却益 

 ― △169 ―

有価証券及び 
投資有価証券評価損 

 ― 25 ―

売上債権の増減額 
(増加:△) 

 2,947 874 2,923

たな卸資産の増減額 
(増加:△) 

 76 209 △408

仕入債務の増減額 
(減少:△) 

 △981 △105 △1,156

未払費用の増減額 
(減少:△) 

 △204 △74 168

未払消費税等の増減額 
(減少:△) 

 △142 △64 △93

その他の増減額  △551 △576 △398

小計  7,756 5,059 10,045

利息及び配当金の受取額  38 34 45

利息の支払額  △3 △8 △6

法人税等の支払額  △2,323 130 △3,254

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,468 5,215 6,829



  

  
  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得 
による支出 

 △4,792 △3,732 △7,917

有形固定資産 
の売却による収入 

 ― 7 11

投資有価証券 
の売却による収入 

 ― 1,169 ―

貸付金の回収による収入  0 0 1

その他投資等の増減額 
(増加:△) 

 156 27 106

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,635 △2,528 △7,797

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金純増減額 
(減少:△) 

 △729 △2,356 75

配当金の支払  △181 △181 △181

自己株式の取得による支出  △1 △2 △2

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △912 △2,540 △108

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増減額(減少:△) 

 △79 147 △1,076

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 1,902 825 1,902

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

※１ 1,823 972 825

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ５社 

愛知機工株式会社 

愛知機械テクノシステ

ム株式会社 

株式会社アイ テクニ

カ 

エーケー・トランスポ

ート・サービス株式会

社 

伸和精工株式会社 

(1) 連結子会社の数 ４社 

愛知機械テクノシステ

ム株式会社 

株式会社アイ テクニ

カ 

エーケー・トランスポ

ート・サービス株式会

社 

伸和精工株式会社 

(1) 連結子会社の数 ４社 

愛知機械テクノシステ

ム株式会社 

株式会社アイ テクニ

カ 

エーケー・トランスポ

ート・サービス株式会

社 

伸和精工株式会社 

なお、伸和精工株式会社

と愛知機工株式会社は、平

成18年10月１日に伸和精工

株式会社を存続会社として

合併した。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

エーケーノースアメリ

カコーポレーション 

上記子会社は小規模会社

であり、総資産、売上高、

持分相当額中間純損益及び

持分相当額利益剰余金等

は、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない

ので連結の範囲から除外し

ている。 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

(2) 非連結子会社の名称等 

エーケーノースアメリ

カコーポレーション 

上記子会社は小規模会社

であり、総資産、売上高、

持分相当額当期純損益及び

持分相当額利益剰余金等

は、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないので

連結の範囲から除外してい

る。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社について

は、中間連結純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性に乏しいた

め、この会社に対する投資

については、持分法を適用

せず原価法により評価して

いる。 

持分法を適用していない

非連結子会社(１社)につい

ては、中間連結純損益及び

連結利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法適用の範囲より

除外している。 

持分法を適用していない

非連結子会社(１社)につい

ては、連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、

持分法適用の範囲より除外

している。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日

(９月30日)と異なる子会社

は、愛知機械テクノシステ

ム株式会社ほか２社あり、

すべて６月30日が中間決算

日である。中間連結財務諸

表の作成に当たっては、同

中間決算日現在の中間財務

諸表を使用している。 

上記に記載した３社につ

いては、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついて調整を行ったうえ連

結している。 

同左 連結子会社のうち、決算

日が連結決算日(３月31

日)と異なる子会社は、愛

知機械テクノシステム株

式会社ほか２社あり、す

べて12月31日が決算日で

ある。連結財務諸表の作

成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用

している。 

上記に記載した３社につ

いては、連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

て調整を行ったうえ連結し

ている。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

主として移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

主として移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

  主として移動平均

法による原価法 

同左 同左 

  ②たな卸資産 

主として先入先出法

による低価法 

②たな卸資産 

同左 

②たな卸資産 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として耐用年数を

見積耐用年数、残存価

額を実質的残存価額と

する定額法 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

る。 

建物及び構築物 

10～70年 

機械装置及び運搬具 

７～10年 

その他(工具器具及

び備品) 

２～14年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用の

ソフトウェア 

社内における利用

可能期間(５年)に基

づく定額法 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②製品保証引当金 

製品のクレーム費用

の支出に備えるため、

過去の実績を基礎に翌

期以降保証期間内の費

用見積額を計上してい

る。 

②製品保証引当金 

同左 

②製品保証引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ている。 

なお、会計基準変更

時差異(1,092百万円)

については、主として

15年による按分額を当

該年数にわたって費用

の減額処理をしてい

る。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額

法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてい

る。 

――――― 

③退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

している。 

なお、会計基準変更

時差異(1,092百万円)

については、主として

15年による按分額を当

該年数にわたって費用

の減額処理をしてい

る。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額

法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の
発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてい

る。 

  

  

  

(追加情報)  

当社は、確定拠出年

金法の施行に伴い、平

成19年４月に退職一時

金制度及び適格退職年

金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移

行した。本移行に伴い

当連結会計年度におい

て、「退職給付制度間

の移行等に関する会計

処理」(企業会計基準

適用指針第１号)を適

用しており、当連結会

計年度に与えている影

響額は、退職給付制度

移行損失(特別損失)と

して472百万円を計上

している。 

  ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内

規に基づく必要額を計

上している。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

いる。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理してい

る。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っている。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によって

いる。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還日の到来する短

期投資からなっている。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還日の到来する短期投

資からなっている。 



(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、52,379百万円である。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。 

―――――― 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、52,399百万円である。 

なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。 

(企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度より、「企業結合

に係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号)を適

用している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

 
120,470百万円 123,654百万円 

 
121,943百万円 

 ２ 保証債務等 

従業員の銀行借

入に対する債務

保証 

  

463百万円

  

395百万円

  

430百万円

※３ 中間連結会計期

間末日(連結会

計年度末日)の

満期手形 

中間連結会計期間末日の

満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって

決済処理している。 

なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手

形が中間連結会計期間末日

の残高に含まれている。 

 受取手形      7百万円 

中間連結会計期間末日の

満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって

決済処理している。 

なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手

形が中間連結会計期間末日

の残高に含まれている。 

 受取手形      9百万円 

当連結会計年度末日の満

期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理している。 

なお、当連結会計年度末

日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当

連結会計年度末日の残高に

含まれている。 

受取手形     10百万円 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 固定資産売却益 

   の内訳 

――――― 機械装置 
及び運搬具

3百万円 機械装置 
及び運搬具 

1百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

２ 配当に関する事項 

配当金支払額 

  

  
前連結会計年度末 

株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数 
(千株) 

当中間連結会計 
期間末株式数 

(千株) 

 発行済株式         

普通株式 90,655 ― ― 90,655 

合 計 90,655 ― ― 90,655 

 自己株式         

普通株式 83 3 ― 86 

合 計 83 3 ― 86 

(決 議) 株式の種類 

  
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 181 2.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 
  

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

  
  

  
前連結会計年度末 

株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数 
(千株) 

当中間連結会計 
期間末株式数 

(千株) 

 発行済株式         

普通株式 90,655 ― ― 90,655 

合 計 90,655 ― ― 90,655 

 自己株式         

普通株式 91 8 ― 100 

合 計 91 8 ― 100 

(決 議) 株式の種類 

  
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 181 2.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はない。 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  
前連結会計年度末 

株式数 
(千株) 

当連結会計年度
増加株式数 
(千株) 

当連結会計年度
減少株式数 
(千株) 

当連結会計 
年度末株式数 

(千株) 

 発行済株式         

普通株式 90,655 ― ― 90,655 

合 計 90,655 ― ― 90,655 

 自己株式         

普通株式 83 8 ― 91 

合 計 83 8 ― 91 

(決 議) 株式の種類 

  
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 181 2.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

(決 議) 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 181 利益剰余金 2.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 154百万円

預け金勘定 1,669 

現金及び現金同等
物 

1,823 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成19年９月30日) 

現金及び預金勘定 110百万円

預け金勘定 862

現金及び現金同等
物 

972

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

(平成19年３月31日) 

現金及び預金勘定 115百万円

預け金勘定 710 

現金及び現金同等
物 

825 



(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び連結

会計年度末残高相当額 

  

取得価額
相当額 

  
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

  
(百万円) 

中間連結
会計期間
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

1,679 391 1,287

その他 
(工具器 
具及び 
備品他) 

856 493 362

合計 2,535 885 1,650

  

取得価額
相当額 

  
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

  
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

1,641 510 1,131

その他 
(工具器 
具及び 
備品他) 

788 500 288

合計 2,430 1,010 1,419

取得価額
相当額 

  
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

  
(百万円) 

連結 
会計年度
末残高 
相当額 

(百万円) 

機械装
置及び 
運搬具 

1,659 454 1,205 

その他
(工具器 
具及び 
備品他)

941 577 364 

合計 2,601 1,031 1,570 

(2) 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

１年内 286百万円

１年超 1,389 

合計 1,676 

(2) 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

１年内 261百万円

１年超 1,188

合計 1,449

(2) 未経過リース料連結会計年度末

残高相当額 

１年内 286百万円

１年超 1,316 

合計 1,603 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 169百万円

減価償却費相当額 155 

支払利息相当額 13 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 159百万円

減価償却費相当額 144

支払利息相当額 12

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 333百万円

減価償却費相当額 313 

支払利息相当額 27 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価格を零とする定額法によ

っている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってい

る。 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

未経過リース料 

１年内 4百万円

１年超 ― 

合計 4 

――――― ――――― 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

  

  時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

  

１ 当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)  

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

  

 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)、当中間連結会計期間末(平成19年９月30日)及び前連結会計年度末(平成

19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

非上場株式 1,303百万円

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

1,169 169 ― 

非上場株式 278百万円

非上場株式 1,303百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループの主要な事業は、エンジン、マニュアルトランスミッション及び自動車部分品の製造・販売であ

り、自動車関連事業の売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、その記載を省略している。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループには、本国以外の区分に属する国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項は

ない。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はない。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(共通支配下の取引等) 

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取

引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

伸和精工㈱ 自動車部分品の製造・販売 

愛知機工㈱ 不動産の賃貸及び管理事業 

(2) 企業結合の法的形式 

吸収合併 

(3) 結合後企業の名称 

  伸和精工㈱ 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

  経営の効率化及び経営基盤の強化を図るため、平成18年10月１日に伸和精工㈱を存続会社、愛知機工㈱を消滅会社

として吸収合併した。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

  「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日) 及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用指針第10号)に基づき、

共通支配下の取引として会計処理を行った。 

  

  



 (１株当たり情報) 

  

  
  

(注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

  
  

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 578.33円 １株当たり純資産額 579.03円 １株当たり純資産額 578.59円

１株当たり中間純利益 6.54円 １株当たり中間純利益 2.41円 １株当たり当期純利益 6.79円

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益は、潜在株式がないため記載し
ていない。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益は、潜在株式がないため記載し
ていない。 

項目 
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 52,379 52,434 52,399

純資産の部の合計額から控除する 
金額(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)の 
純資産額(百万円) 

52,379 52,434 52,399

１株当たり純資産額の算定に用いら 
れた中間期末(期末)の普通株式の 
数(千株) 

90,568 90,555 90,564

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 592 218 614

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

592 218 614

普通株式の期中平均株式数(千株) 90,571 90,560 90,568



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、平成19年10月26日開催の経営会議において、自ら社外でのセカンドキャリア選択を希望する一般従業員

をサポートするため、従来より設けている一般層選択定年制度の拡充を、期間限定で実施することを決議した。具

体的内容は以下の通りである。なお、これによる影響額については、現段階では未定である。 

  

主な対象者 満45歳以上の一般従業員 

実施期間  平成19年11月から平成20年１月末まで 

支援内容  年齢に応じた退職加算金の支給 

    

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2   6 6   

２ 受取手形 ※３ 22   13 25   

３ 売掛金   17,289   16,340 17,232   

４ たな卸資産   4,173   4,319 4,578   

５ 繰延税金資産   3,172   3,854 4,187   

６ その他   3,136   2,648 2,129   

貸倒引当金   △20   △18 △19   

流動資産合計     27,776 31.0 27,163 31.8   28,141 31.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物   6,591   6,783 6,633   

(2) 機械及び装置   33,595   32,029 33,638   

(3) 工具器具及び 
   備品 

  1,938   2,108 2,069   

(4) 土地   5,923   5,923 5,923   

(5) 建設仮勘定   4,388   3,869 4,352   

(6) その他   1,001   955 1,000   

有形固定資産 
合計 

  53,438   51,670 53,617   

２ 無形固定資産   166   163 188   

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   1,303   278 1,303   

(2) 繰延税金資産   6,604   5,773 5,548   

(3) その他   467   336 367   

貸倒引当金   △12   △11 △12   

投資その他の 
資産合計 

  8,363   6,377 7,207   

固定資産合計     61,968 69.0 58,211 68.2   61,013 68.4

資産合計     89,744 100.0 85,375 100.0   89,155 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   913   875 714   

２ 買掛金   13,187   12,904 13,233   

３ 短期借入金   2,490   939 3,295   

４ 未払金 ※４ 1,988   1,483 3,292   

５ 未払費用   7,533   7,789 7,928   

６ 未払法人税等   1,071   206 58   

７ 前受金   0   0 0   

８ 預り金   170   208 154   

９ 設備購入支払 
  手形 

  136   22 250   

10 製品保証引当金   1,799   2,411 2,703   

  流動負債合計     29,292 32.6 26,841 31.4   31,632 35.5

Ⅱ 固定負債           

１ 製品保証引当金   4,243   3,678 3,065   

２ 退職給付引当金   5,929   4,632 4,206   

３ 役員退職慰労 
  引当金 

  34   37 44   

  固定負債合計     10,207 11.4 8,349 9.8   7,316 8.2

  負債合計     39,499 44.0 35,190 41.2   38,948 43.7

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     8,518 9.5 8,518 10.0   8,518 9.5

２ 資本剰余金           

資本準備金   12,345   12,345 12,345   

資本剰余金 
合計 

    12,345 13.7 12,345 14.4   12,345 13.9

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   2,129   2,129 2,129   

(2) その他利益 
    剰余金 

          

特別償却 
準備金 

  108   93 105   

固定資産 
圧縮積立金 

  100   72 86   

別途積立金   23,750   23,750 23,750   

繰越利益 
剰余金 

  3,318   3,306 3,298   

利益剰余金 
合計 

    29,407 32.8 29,351 34.4   29,370 32.9

４ 自己株式     △25 △0.0 △29 △0.0   △27 △0.0

株主資本合計     50,244 56.0 50,184 58.8   50,206 56.3

純資産合計     50,244 56.0 50,184 58.8   50,206 56.3

負債純資産合計     89,744 100.0 85,375 100.0   89,155 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     53,428 100.0 48,311 100.0   104,600 100.0

Ⅱ 売上原価     47,294 88.5 44,499 92.1   94,309 90.2

売上総利益     6,133 11.5 3,812 7.9   10,290 9.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    3,922 7.4 2,339 4.9   5,889 5.6

営業利益     2,210 4.1 1,472 3.0   4,401 4.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   79 0.2 135 0.3   148 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   15 0.0 24 0.0   83 0.0

経常利益     2,275 4.3 1,583 3.3   4,466 4.3

Ⅵ 特別利益 ※３   1 0.0 172 0.4   3 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   1,386 2.6 1,480 3.1   3,667 3.5

税引前中間 
(当期)純利益 

    890 1.7 276 0.6   802 0.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,010   6 916   

法人税等調整額   △623 386 0.8 107 114 0.3 △581 335 0.4

中間(当期) 
純利益 

    504 0.9 162 0.3   466 0.4

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

株主資本 

純資産

合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己

株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

特別

償却 
準備金 

固定資

産圧縮 
積立金 

別途

積立金 

繰越

利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円） 8,518 12,345 2,129 145 144 23,750 2,915 △24 49,923 49,923 

中間会計期間中の変動額                     

定時株主総会決議に 
基づく利益処分          

特別償却準備金の 
積立       13 △13  ― ―

特別償却準備金の 
取崩       △38 38  ― ―

固定資産圧縮積立金 
の取崩       △28 28  ― ―

剰余金の配当             △181   △181 △181 

税法上の特別償却 
準備金の取崩       △12     12   ― ― 

税法上の固定資産圧縮 
積立金の取崩       △14 14  ― ―

中間純利益             504   504 504 

自己株式の取得               △1 △1 △1 

中間会計期間中の変動額 
合計     （百万円) ― ― ― △37 △43 ― 403 △1 321 321 

平成18年９月30日残高 
(百万円） 8,518 12,345 2,129 108 100 23,750 3,318 △25 50,244 50,244 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

株主資本 

純資産

合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己

株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

特別

償却 
準備金 

固定資

産圧縮 
積立金 

別途

積立金 

繰越

利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
(百万円） 8,518 12,345 2,129 105 86 23,750 3,298 △27 50,206 50,206 

中間会計期間中の変動額                     

特別償却準備金の取崩       △12     12   ― ― 

固定資産圧縮積立金の 
取崩       △14 14  ― ―

剰余金の配当             △181   △181 △181 

中間純利益             162   162 162 

自己株式の取得               △2 △2 △2 

中間会計期間中の変動額 
合計     （百万円) ― ― ― △12 △14 ― 7 △2 △21 △21 

平成19年９月30日残高 
(百万円） 8,518 12,345 2,129 93 72 23,750 3,306 △29 50,184 50,184 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

株主資本 

純資産
合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

特別
償却 

準備金 

固定資
産圧縮 
積立金 

別途
積立金 

繰越
利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円） 8,518 12,345 2,129 145 144 23,750 2,915 △24 49,923 49,923 

事業年度中の変動額                     

定時株主総会決議に 
基づく利益処分          

特別償却準備金の 
積立       13 △13  ― ―

特別償却準備金の 
取崩       △38 38  ― ―

固定資産圧縮積立金 
の取崩       △28 28  ― ―

剰余金の配当             △181   △181 △181 

税法上の特別償却 
準備金の積立       9     △9   ― ― 

税法上の特別償却 
準備金の取崩       △24     24   ― ― 

税法上の固定資産圧縮 
積立金の取崩       △28 28  ― ―

当期純利益             466   466 466 

自己株式の取得               △2 △2 △2 

事業年度中の変動額合計 
(百万円） ― ― ― △39 △57 ― 383 △2 282 282 

平成19年３月31日残高 
(百万円） 8,518 12,345 2,129 105 86 23,750 3,298 △27 50,206 50,206 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

先入先出法による低

価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

耐用年数を見積耐用

年数、残存価額を実質

的残存価額とする定額

法 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

る。 

建物及び構築物 

10～70年 

機械装置及び運搬具 

７～10年 

工具器具及び備品 

２～14年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用の

ソフトウェア 

社内における利用

可能期間(５年)に基

づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 製品保証引当金 

製品のクレーム費用

の支出に備えるため、

過去の実績を基礎に翌

期以降保証期間内の費

用見積額を計上してい

る。 

(2) 製品保証引当金 

同左 

(2) 製品保証引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上している。 

なお、会計基準変更

時差異(1,092百万円)

については、15年によ

る按分額を当該年数に

わたって費用の減額処

理をしている。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額

法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理する

こととしている。 

――――― 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき計上して

いる。 

なお、会計基準変更

時差異(1,092百万円)

については、15年によ

る按分額を当該年数に

わたって費用の減額処

理をしている。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額

法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理する

こととしている。 

  

  

(追加情報) 

当社は、確定拠出年

金法の施行に伴い、平

成19年４月に退職一時

金制度及び適格退職年

金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移

行した。本移行に伴い

当事業年度において、

「退職給付制度間の移

行等に関する会計処

理」(企業会計基準適

用指針第１号)を適用

しており、当事業年度

に与えている影響額

は、退職給付制度移行

損失(特別損失)として

472百万円を計上して

いる。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内

規に基づく必要額を計

上している。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 



  

  
  

(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

いる。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してい

る。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、50,244百万円である。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

―――――― 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用している。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、50,206百万円である。 

なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。 

(企業結合に係る会計基準等) 

当事業年度より、「企業結合に係

る会計基準」(企業会計審議会 平

成15年10月31日)及び「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号)並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号)を適用

している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 118,036百万円 121,202百万円 119,515百万円 

 ２ 保証債務等 

従業員の銀行借
入に対する債務
保証 

  

463百万円

  

395百万円

  

430百万円

※３ 中間会計期間末

日(事業年度末

日)の満期手形 

中間会計期間末日の満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理している。 

なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が

中間会計期間末日の残高に

含まれている。 

受取手形      1百万円 

中間会計期間末日の満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理している。 

なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が

中間会計期間末日の残高に

含まれている。 

受取手形      0百万円 

当事業年度末日の満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理している。 

なお、当事業年度末日は

金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業

年度末日の残高に含まれて

いる。 

受取手形      3百万円 

※４ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、

流動負債の「未払金」に含

めて表示している。 

同左 ――――――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のう

ちの重要なもの 

 
受取配当金 38百万円 受取配当金 97百万円

 
受取配当金 74百万円

※２ 営業外費用のう

ちの重要なもの 
支払利息 2百万円 支払利息 8百万円 支払利息 6百万円

    

※３ 特別利益のうち

の重要なもの 

――――――― 投資有価証券
売却益 

169百万円
――――――― 

    

※４ 特別損失のうち

の重要なもの 
  

固定資産
廃却損 

134百万円

製品補償
損失 

1,219 

  

固定資産
廃却損 

305百万円

製品補償
損失 

1,150

  

  

固定資産
廃却損 

392百万円

製品補償
損失 

2,770 

退職給付制度 
移行損失 

472 

    

 ５ 減価償却実施額       

有形固定資産

無形固定資産

3,789百万円

26 

3,473百万円

27

7,858百万円

55 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

  
前事業年度末 

株式数 
（千株） 

当中間会計期間
増加株式数 
（千株） 

当中間会計期間
減少株式数 
（千株） 

当中間会計期間末 
株式数 
（千株） 

自己株式         

普通株式 83 3 ― 86

合 計 83 3 ― 86

  
前事業年度末 

株式数 
（千株） 

当中間会計期間
増加株式数 
（千株） 

当中間会計期間
減少株式数 
（千株） 

当中間会計期間末 
株式数 
（千株） 

自己株式         

普通株式 91 8 ― 100

合 計 91 8 ― 100

  
前事業年度末 

株式数 
（千株） 

当事業年度
増加株式数 
（千株） 

当事業年度
減少株式数 
（千株） 

当事業年度末 
株式数 
（千株） 

自己株式         

普通株式 83 8 ― 91

合 計 83 8 ― 91



(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

  

取得価額
相当額 

  
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

  
(百万円) 

中間会計
期間末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 1,609 380 1,228

工具器 
具及び 
備品他 

926 505 421

合計 2,535 885 1,650

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

  

取得価額
相当額 

  
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

  
(百万円)

中間会計
期間末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 1,571 484 1,086

工具器 
具及び 
備品他 

858 525 332

合計 2,430 1,010 1,419

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 

  
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

  
(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
  

(百万円) 

機械及
び装置 1,589 435 1,154 

工具器
具及び 
備品他 

1,012 596 416 

合計 2,601 1,031 1,570 

(2) 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

(2) 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 286百万円

１年超 1,389 

合計 1,676 

１年内 261百万円

１年超 1,188

合計 1,449

１年内 286百万円

１年超 1,316 

合計 1,603 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 169百万円

減価償却費相当額 155 

支払利息相当額 13 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 159百万円

減価償却費相当額 144

支払利息相当額 12

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 333百万円

減価償却費相当額 313 

支払利息相当額 27 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってい

る。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

未経過リース料 

１年内 4百万円

１年超 ― 

合計 4 

――――― ――――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)及び前事業年度末(平成19年３月31

日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(企業結合等関係)  

該当事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 

該当事項はない。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、平成19年10月26日開催の経営会議において、自ら社外でのセカンドキャリア選択を希望する一般従業員

をサポートするため、従来より設けている一般層選択定年制度の拡充を、期間限定で実施することを決議した。具

体的内容は以下の通りである。なお、これによる影響額については、現段階では未定である。 

  

主な対象者 満45歳以上の一般従業員 

実施期間  平成19年11月から平成20年１月末まで 

支援内容  年齢に応じた退職加算金の支給 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

  

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 
  

事業年度 

(第84期) 
  

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出。 

                

                



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月18日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛知機

械工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、愛知機械工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  鈴  木  和  男  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  古  川  康  信  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  太  田  建  司  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月17日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  
  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる愛知機械工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、愛知機械工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月26日開催の経営会議において、一般層選択定年制度の

拡充を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  古  川  康  信  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  真  鍋  朝  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月18日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛知機

械工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、愛知機械工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  鈴  木  和  男  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  古  川  康  信  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  太  田  建  司  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月17日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  
  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる愛知機械工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第85期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、愛知機械工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月26日開催の経営会議において、一般層選択定年制度の

拡充を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  古  川  康  信  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  真  鍋  朝  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/56
	pageform2: 2/56
	form1: EDINET提出書類  2007/12/17 提出
	form2: 愛知機械工業株式会社(363028)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/56
	pageform4: 4/56
	pageform5: 5/56
	pageform6: 6/56
	pageform7: 7/56
	pageform8: 8/56
	pageform9: 9/56
	pageform10: 10/56
	pageform11: 11/56
	pageform12: 12/56
	pageform13: 13/56
	pageform14: 14/56
	pageform15: 15/56
	pageform16: 16/56
	pageform17: 17/56
	pageform18: 18/56
	pageform19: 19/56
	pageform20: 20/56
	pageform21: 21/56
	pageform22: 22/56
	pageform23: 23/56
	pageform24: 24/56
	pageform25: 25/56
	pageform26: 26/56
	pageform27: 27/56
	pageform28: 28/56
	pageform29: 29/56
	pageform30: 30/56
	pageform31: 31/56
	pageform32: 32/56
	pageform33: 33/56
	pageform34: 34/56
	pageform35: 35/56
	pageform36: 36/56
	pageform37: 37/56
	pageform38: 38/56
	pageform39: 39/56
	pageform40: 40/56
	pageform41: 41/56
	pageform42: 42/56
	pageform43: 43/56
	pageform44: 44/56
	pageform45: 45/56
	pageform46: 46/56
	pageform47: 47/56
	pageform48: 48/56
	pageform49: 49/56
	pageform50: 50/56
	pageform51: 51/56
	pageform52: 52/56
	pageform53: 53/56
	pageform54: 54/56
	pageform55: 55/56
	pageform56: 56/56


